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はじめに  

 

2000 年 4 月に施行された介護保険制度の施設サービスには，介護福祉施設

サービス，介護保健施設サービス，介護療養施設サービスが設定された．介護

保健施設サービスは，介護老人保健施設（以下老健と略す）に入所する要介護

者に対し，施設サービス計画に基づいて行われる看護，医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うところ

で，医療と福祉の中間的な施設サービスである．医療職・看護職・介護職・リ

ハビリ職と多様な職種が従事している．日常の主なケア実践は看護職と介護職

が担い，看護職は看護・医療的なケア，介護職は生活支援を軸としたケアを担

っている．近年，入所者の要介護度は重症化傾向にあり（平成 22 年介護サー

ビス施設・事業所調査結果の概況：厚生労働省），質の高いケアを提供するた

めには，今まで以上に専門性を発揮し，看護職・介護職が連携した業務遂行が

求められている．  

2006 年 4 月の診療報酬改定に伴い，大病院の看護師採用の増加の影響を受

け，介護保険施設に従事する看護師確保に苦労している現状が報告されている

1)2)3)．介護職も同様に，介護福祉士養成施設への入学者が減少の一途をたどる

という危機状況にあり，平均実労働時間は他の産業に比べると長いが給与は安

く，訪問介護員と介護職員を加えた離職率は 20.2％と全労働者を上回ってい

る（厚生労働省社会保障審議会；2007）．介護福祉の職場環境の厳しい実情や

労働条件がマスコミ報道され、３K（キツイ、キタナイ、キケン）ならず４K

（キュウリョウが安い）の職場として敬遠され，採用率は高いものの，離職率

の高さと慢性的な人員不足が持続している．看護職及び介護職の離職は，老健

施設のみならず介護保険の施設サービスを担う専門職の確保という視点から

人材確保は喫緊の課題である．しかし，看護職と介護職は多忙な業務，役割分

担のあいまいさや，お互いの職種への理解不足や連携・協働に関する認識の相

違など他職種に比べストレスが高いことが報告されている 4)5)6)7)．  

ストレスマネジメントには，漸進性筋リラックス法，瞑想法，バイオフィー

ドバック法，認知行動法等多くあり，単独よりも組み合わせて用いられ，職業

性ストレスが低下することは既に報告されている 8)9)10)．看護及び介護職を対

象にしたストレスマネジメントの先行研究でも，離職防止 11)12)や職業性スト

レスの低下，バーンアウトの防止 13)，抑うつ気分の低下 14)，疲労感の低下や

気分の活気 15)16)，離職数を低減する可能性 17)が示唆されている．  

 一方，お互いの職種への理解や連携・協働を支えているのは対人コミュニケ

ーションである．コミュニケーションが組織の中で果たす主な機能として①統
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制（コントロール），②動機づけ（モチベーション），③感情表現，④情報の４つを指摘

している 18)．これらの４つの機能の相互作用によってコミュニケーションが円滑に図

られ組織が活性化される．つまり，看護職・介護職同士，部下と上司，利用者や家族と

のかかわりにおいて，動機づけを高め，ケア内容に対する満足や不満を示すなどの感情

表現を通して職場の人間関係が形成され，組織が活性化される．中でも同僚，上司，利

用者，家族からの感謝や賞賛は職務満足感にポジティブな感情をもたらし 19)20)21)，職務

満足感はストレス反応低減効果をもたらすといった報告 22)がある．従業員同士が「感

謝」の気持ちを伝えたカード（サンクスカード）を交わし，互いの業務に関心を持ち，

仕事に誇りを持てる環境つくりや顧客や利用者満足度向上につなげる取り組みも行わ

れている 23)． 

平成 21 年度独立行政法人労働者健康福祉機構・岡山産業保健推進センターの調査報

告（代表 石川）では，ケアの困難さや不規則な勤務体制，職務範囲の不明瞭性などス

トレスフルな状況に置かれている老人保健施設の看護・介護職は活気ある働き方から燃

え尽きそうな働き方等さまざまな働き方が確認できた．しかし，職員の働き方に応じた

介入への効果評価を明らかにした研究は見当たらない．そこで，今回の調査では，スト

レスマネジメント及び勤務中に役立ったことや感謝されたことを職員自身が意識する

ことが，離職意向や精神健康度にどのような影響があるかを明らかにすることを目的と

する． 

   

 1.  調査対象と方法 

1-1 調査対象及び手続き 

岡山県内の保健福祉施設からスノーボーリング方式で抽出した 4 施設の看護部を通

し，調査の趣旨を文書で説明した後，同意が得られた 100 名を対象に事前調査，介入

プログラム実施及び事後調査を行った．調査の流れは図１に示した． 

具体的な手順としては，まず，参加者の，更衣室や事業所が異なり，交流しにくい部

署別に 2 群に割り当てを行った．第 1 回目の調査票には調査の流れを記述した文書を配

布した．アンケート調査票および介入課題には照合のため，照合作業が終了次第，情報

の漏洩が不可能な形で処分することを明記した上で ，氏名かニックネームの記入を求

めた．記入済みの調査票は対象者個人用封筒に回答対象者が密封し，施設内の指定され

た場所への回収を依頼した． 
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介入プログラムは「ストレスマネジメント」と役だったことを記録する「役立ちや感

謝を受けた記録」することとした．具体的には，ストレスマネジメントグループには，

「ストレスの上手なしのぎ方」24)を配布し， 4 週間の間に「嫌だなー」「腹が立ったな」

「悲しくなった」など、ストレスを感じたときに記入を求め，ストレッサー（原因とな

った出来事），ストレス反応，自身の反応，対処に関するストレス日誌を記述してもら

った．（資料１）．「役立ち感グループ」には，1 週間を振り返り，仕事で誰に対して自

分がどのように役立ったと感じたかを，その人物（例：上司、同僚、部下、仕事の相手

など）を 7 人まで思い出し記述を求めた（資料 2）．  

 

1-2 調査期間 

平成 24 年 10 月 1 日～平成 24 年 12 月 31 日 

 

1-3 調査項目 

1-3-1 質問票 

調査内容は(a)フェイスシート (b)職業性ストレス (c)ワーク・エンゲイジメント (d)ワー

カホリズム (e)離職意向 (f)対人関係 (g)精神的健康度 (h)組織公平性 (i)睡眠の質から構成

される． 

 

(a)フェイスシート 

 年齢，性別，身長，体重，婚姻状況，職種，職位，雇用形態，勤務状況，世帯収入，療

事前調査 

100 人 

ストレスマネジメント 

グループ 

（ストレス日誌） 

59 人 

役立ち感 

グループ 

51 人 

 

課題回収 

50 人 

課題回収 

46 人 

 

図１ 調査の流れ 
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育・介護状況，健康状態，喫煙習慣，飲酒の有無について記述を求めた． 

 

(b)職業性ストレス 

Karaseck(1985)25)の Job Content Questionnaire(JCQ)22 項目の日本語版）26)を用いた．

仕事の要求度（Psychological demands）（5 項目），仕事のコントロール（Job control）（9

項目），職場の社会的支援（Workplace support）（8 項目）の計 22 項目で構成されている．

点数化は User’s Guide27)に基づいて行った．仕事のストレイン指数（Strain Index）は仕

事の要求度（5 項目）に対する仕事のコントロール比（9 項目）で算出した．仕事の要求度

が高く，かつ仕事のコントロールが低いほどストレス暴露は強いと考えられる． 

 

(c)ワーク・エンゲイジメント 

Work Engagement 尺度（Utrecht Work Engagement Scale；日本語版 UWES 短縮版，

島津邦訳）を 用いた．シャウフェリは，ワーク・エンゲイジメントを「仕事に関連するポ

ジティブで充実した心理状態であり，活力（Vigor）（3 項目），熱意(Dedication)(3 項目)，

没頭（Absorption）(3 項目)で構成されている」28)29)30)．各構成要素とも得点範囲は 0～18

点で，点数が高いほどワーク・エンゲイジメントが高いことを示す． 

 

(d)ワーカホリズム 

Workaholism 尺度（Dutch Workaholism Scale；日本語 8）版 DUWAS，島津邦訳）31)

を 用いた．過度に一生懸命に強迫的に働く傾向を意味するワーカホリズムの尺度は，働き

過ぎ（Working excessively）(5 項目)，強迫的な働き方（Working compulsively）(5 項目)

で構成されている．各構成要素とも得点範囲は 5～20 点で，点数が高いほど，ワーカホリ

ズムが高いことを示す． 

 

(e)離職意向 

現場からの転職または離職について鄭ら 32)が開発した離職意向尺度を参考に，老健施設

の従業員に応じた質問項目を作成した．「今の仕事がいやなので，新しい職場での情報を集

めている」などの 6 項目から構成され，4 件法で回答を求め，単純加算し，得点が高いほど

離職意向が高いことを示す． 

 

(f)対人関係 

Einarsen と Raknes (1997)の Negative Acts Questionnaire( NAQ)の日本語版（高木他，

2010）33)を用いた．個人的ないじめ（6 項目），仕事上でのいじめ（３項目），セクシャルハ

ラスメント（3 項目）で構成され，得点が高いほど，いじめやハラスメントを受けているこ

とを示す． 
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(g) 精神的健康度（うつ気分） 

精神的健康の指標として Radloff34)が開発した抑うつスケール（CES-D：the Center for 

Epidemiologic Studies Depression Scale)を用いて抑うつのレベルを測定した．質問は 20

項目で，得点が高いほど抑うつの傾向が高い．開発者の Radloff，日本語版開発者の島他 35）

ともに推奨している 16 点をカットオフ値とした． 

 

(h)組織公平性 

Moorman36) が開発した組織的公正尺度の修正版 37) の日本語版 38)を使用した．手続き的

公正尺度 (７項目) と対人的公正尺度 (６項目) の２つの下位尺度から構成されている． 

 

(i)睡眠の質 

Buysse ら 39)が開発した Pittsburgh Sleep Quality Index (PSQI) の日本語版（土井 他）

40)を用いた．18 の質問項目から構成され，①睡眠の質，②入眠時間，③睡眠時間， ④睡眠

効率，⑤睡眠困難，⑥眠剤の使用⑦日中覚醒困難という７つの構成要素と総合得点によっ

て，睡眠の質を評価できる．各構成要素とも得点範囲は 0～3 点で，7 項目の得点の総和が

高いほど睡眠の質が悪い．得点化は内山 41)に従い 5.5 点をカットオフ値とした． 

 

2. 倫理的配慮 

 独立行政法人労働者健康福祉機構産業保健調査研究倫理審査委員会及び岡山県立大学倫

理委員会（No.255）にて承認を得た．また，調査対象施設長と対象者の監督部署の看護長

に調査依頼書にて研究目的を説明した．調査対象者には調査の目的，統計処理により個人

や施設の匿名性が確保されること，研究以外に使用しないことと，研究成果として公表す

ることや，記入後返信することで調査協力の承諾に変える旨を文書で説明した． 

 

3. 調査票の回収状況 

事前に同意の得られた 100 名のうち，介入調査には 96 名から協力が得られた． 

  

 

4. 調査票の集計および分析方法 

 調査項目の記述統計後，介入種別，職種別にχ2検定及び t 検定を実施した．まず，介

入グループ毎（ストレスマネジメントグループ，役立ち感グループ）に，介入前後（2）と

ワーク・エンゲイジメント（高群・低群）(2)の分散分析を実施した．次に介入後の離職意

向，対人関係，精神的健康度の得点を従属変数とし，介入前の離職意向，対人関係，精神

的健康度の得点，組織公平性，ストレイン指数，ワーカホリズム，年齢，職務経験年数を

共変量とするワーク・エンゲイジメント（高低 2 群）×介入別（ストレスマネジメント・

役立ち感 2 群）の共分散分析を行った．さらに，本対象者全体におけるワーク・エンゲイ
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ジメントの平均値とワーカホリズムの平均値を基準値として図 2 のように 4 類型に分類し，

同様な手順で働き方（4 群）×介入別（2 群）の共分散分析を実施した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 調査結果 

 

5-1 対象者の属性及び調査項目 

年齢，性別の記述のあった女性 68 人，男性は 28 人であった．職種別及び介入別にみた

対象者の背景は表１，表 2 に示した．内介護職が 26 人であった．ストレスマネジメント群

は 50 人でその内訳は，介護職 29 名，看護職 21 名であった，役立ち感を体験したグループ

には看護職は含まれていなかった．介入別に見た，各調査項目の結果は表 3 に示した．ワ

ーカホリズムの各得点にストレスマネジメント群と役立ち感グループに有意差が見られた

（働き過ぎ（t=2.08,p<0.04），強迫的な働き方（t=2.14,p<0.04），合計得点（t=2.43,p<0.02）．

いずれの項目も役立ち感グループにワーカホリズムの得点が高い結果が得られた．他の項

目には有意な差は認められなかった．なお，睡眠の質に関しては，57 名のみの回答で，ス

トレスマネジメント群は 11 名（28 名回答），役立ち感グループは 16 名（29 名回答）がカ

ットオフ値 5.5 以上であった．睡眠の質は回答割合が低いので，今回の分析から削除した． 

 
ワーク・エンゲイジメント高群 

ワーク・エンゲイジメント低群 

 

ワーカホリズム高

群 

ワーカホリズム低群 

強迫的な働

き方 

燃え尽きそうな働

き方 

活気ある 

働き方 

平板的な 

働き方 

図 2 働き方類型 
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表1　職種別にみた対象者の背景

人数 ％ 人数 ％

男性 26 34.7 2 9.5 5.02 0.03
女性 49 65.3 19 90.5

未婚 42 56 7 35 7.40 0.12
既婚 25 33.3 8 40
離婚・死別 8 10.7 5 25

職位
一般職員 69 93.2 20 95.2 0.11
管理職 5 6.8 1 4.8

雇用形態
正規職員 74 100 19 90.5 7.20 0.05
非正規職員 0 0 2 9.5

交代勤務
夜勤あり 61 83.6 19 95 1.71 0.29
夜勤なし 12 16.4 1 5

平均 SD 平均 SD t p

年齢 34.4 10.6 43.4 12.8 2.94 0.01

現職場就業年数 6.6 4.5 8.1 5.1 1.01 0.32

分析毎に欠損値を除外した

χ ２ p
介護職 看護職

項目

表2　介入別にみた対象者の背景

人数 ％ 人数 ％
男 13 26 15 32.6 0.48 0.51
女 37 74 31 67.4

介護職 29 58 46 100 24.73 0.00
看護職 21 42 0

未婚 23 47 26 56.5 4.13 0.39
既婚 18 36.7 15 32.6
離婚・死別 8 16.3 5 10.9

職位
一般職員 47 95.9 42 91.3 0.85 0.43
管理職 2 4.1 4 8.7

雇用形態
正規職員 47 95.9 46 100 1.92 0.50
非正規職員 2 4.1 0 0

交代勤務
夜勤あり 42 87.5 38 84.4 0.18 0.77
夜勤なし 6 12.5 7 15.6

平均 SD 平均 SD t p

年齢 38.2 12.4 34.4 10.7 1.60 0.11

現職場就業年数 6.1 4.8 7.4 4.5 1.15 0.253

分析毎に欠損値を除外した

項目
ストレスマネジメント 役立ち感

χ ２ p
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表3　介入前の調査項目の平均得点

平均値 ＳＤ 平均値 ＳＤ

職業性ストレス
　仕事要求 34.6 5.7 34.2 3.6 0.35 0.73
　仕事コントロール 66.7 7.7 64.9 7.8 1.11 0.27
　上司支援 11.1 2.4 11.6 2.2 1.04 0.30
　同僚支援 11.3 1.9 12.0 1.8 1.60 0.11
　職場支援 22.4 3.3 23.5 3.3 1.75 0.08
　ストレイン指数 0.5 0.1 0.5 0.1 0.50 0.62

ワーク・エンゲイジメント
 活気 8.7 4.1 8.6 4.0 0.09 0.93
 熱意 10.8 3.7 10.8 3.3 0.01 0.92
 没頭 8.3 4.2 8.3 3.5 0.03 0.98
 総合得点 27.7 11.3 27.7 10.0 0.01 0.99

ワーカホリズム
 働き過ぎ 10.6 2.9 11.9 3.1 2.08 0.04
 強迫的な働き方 9.8 2.2 11.0 3.3 2.14 0.04
 合計得点 20.4 4.3 22.9 5.6 2.43 0.02

離職意向 13.0 5.3 12.8 5.1 0.20 0.84

対人関係 3.8 3.9 3.6 4.9 0.19 0.85
（ＮＡＱ合計得点）

組織公平性
 手続き的公正 22.5 4.0 22.6 4.5 0.04 0.97
 対人的公正 20.7 4.9 20.8 4.5 0.01 0.91

精神的健康度 13.5 7.6 16.2 8.1 1.71 0.09

分析毎に欠損値を除外した

ストレスマネジメント 役立ち感
項目 t p

 

 

 

5-2  介入プログラムの効果 

 

まず，介入プログラム群毎に介入前後（2）とワーク・エンゲイジメント（高群・低群）

(2)の分散分析を介入プログラム群毎に行った結果，ストレスマネジメントグループでは，

離職意向及び精神健康度には交互作用効果は認められなかったが，対人関係は交互作用に

有意傾向が認められた（F(1,45)=3.475, p=0.069）．また，対人関係に主効果が認められた

（F(1,45)=6.759, p=0.013）．介入前の対人関係の得点より介入後の得点が高かった（表 4）． 
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表4　ストレスマネジメントグループの分散分析結果

平均値 ＳＤ 平均値 ＳＤ

前 3.7 3.9 6.3 4.6 3.475a 0.069

後 4.3 4.6 10.3 2.5 6.759b 0.013

前 12.4 5.4 13.3 5.2 0.452a 0.505

後 15.7 3.1 18.0 1.7 2.228b 0.143

前 13.1 7.6 18.0 7.9 0.812a 0.373

後 14.9 8.3 16.3 9.3 0.002b 0.965

a:交互作用効果
b:前後の主効果

  精神的健康度

ストレスマネジメントグループ ｐ低群 高群

　対人関係

  離職意向

ワーク・エンゲイジメント
Ｆ

 

 

 

役立ち感グループでは，対人関係と精神的健康度に交互作用効果が有意であった

（F(1,41)=6.017, p=0.019）（F(1,41)=5.848, p=0.020）．介入プログラム後の対人関係は，

ワーク・エンゲイジメント高群の方が低群に比べ，対人関係，精神健康度の得点が低くな

っていた．つまり，ワーク・エンゲイジメントが高い群は，介入後，いじめやハラスメン

トの体験が少なく，精神的健康度が良い結果となった（表 5）（図 3・4）． 

 

表5　役立ち感グループの分散分析結果

平均値 ＳＤ 平均値 ＳＤ

前 2.8 2.9 6.8 8.7 6.017a 0.019

後 4.1 5.4 3.7 3.3 1.002b 0.323

前 12.7 5.3 14.3 3.9 0.019a 0.891

後 13.1 4.8 14.9 3.9 0.821b 0.370

前 14.3 7.4 21.6 7.7 5.848a 0.020

後 15.4 7.4 16.3 9.9 2.484b 0.123

a:交互作用効果
b:前後の主効果

ワーク・エンゲイジメント
Ｆ ｐ低群 高群

　対人関係

  離職意向

  精神的健康度

役立ち感グループ
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図 3 役立ち感グループのﾜｰｸ・ｴﾝｹﾞｲｼﾞﾒﾝﾄと対人関係の交互作用 

図 4 役立ち感グループのﾜｰｸ・ｴﾝｹﾞｲｼﾞﾒﾝﾄと精神的健康度の交互作用 
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 ワーク・エンゲイジメント（高低 2 群）×介入別（ストレスマネジメント・役立ち感 2

群）の共分散分析を行った（表 6）(図 5)．対人関係に交互作用効果が有意であった

（F(1,61)=5.595, p=0.022）．介入後，ワーク・エンゲイジメント高群は低群に比べ役立ち

感グループの方が対人関係得点が低くなっていた． 

 

表6　ワーク・エンゲイジメント高低別にみた介入プログラムの効果

平均値 ＳＤ 平均値 ＳＤ

　 ストレスマネジメント 5.9 5.3 10.3 2.5 5.595 0.022

役立ち感 4.8 6.0 2.6 2.7

ストレスマネジメント 14.4 5.3 18.0 1.7 0.815 0.371

役立ち感 13.4 5.0 14.3 4.1

ストレスマネジメント 15.9 9.2 16.3 9.3 0.164 0.687

役立ち感 15.9 7.6 16.1 10.6

a:年齢・就業年数・組織公正・ｽﾄﾚｲﾝ指数・ﾜｰｶﾎﾘｽﾞﾑ及び介入前の対人関係得点を共変量とした．
b:年齢・就業年数・組織公正・ｽﾄﾚｲﾝ指数・ﾜｰｶﾎﾘｽﾞﾑ及び介入前の離職意向得点を共変量とした．
c:年齢・就業年数・組織公正・ｽﾄﾚｲﾝ指数・ﾜｰｶﾎﾘｽﾞﾑ及び介入前の精神的健康度得点を共変量とした．
d:交互作用効果

対人関係，離職意向，精神的健康度は得点が高いほど，いじめやセクハラを受け，離職意向が高く，精神的健
康度が低いことを示している・

ｐ

　対人関係a

離職意向b

精神的健康度c

低群 高群

ワーク・エンゲイジメント

項目 介入プログラム Ｆd
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さらに，働き方別にみた介入プログラムの効果を確認した．働き方は，ワーク・エンゲ

イジメントの平均値とワーカホリズムの平均値を基準値として 4 類型に分類した．結果，

強迫的な働き方 21 名（22,6％）活気ある働き方 22 名（23.7％），燃え尽きそうな働き方 27

名（29.0％），平板的な働き方 23 名（24.7％）であった．対人関係，離職意向，精神健康

度，いずれも交互作用は認められず，離職意向における働き方の主効果のみが有意傾向

（F(3,80)=2.548, p=0.063）であった（表 7）．多重比較を行った結果，強迫的な働き群と活

気ある働き群に有意な差が認められ，強迫的な働き方群は活気ある働き群に比べ，離職意

向が高いことがわかった． 

 

 

表7　ワーク・エンゲイジメント高低別にみた介入プログラムの効果

平均値 ＳＤ 平均値 ＳＤ 平均値 ＳＤ 平均値 ＳＤ

　 ストレスマネジメント 5.2 4.8 6.3 6.6 6.3 4.5 2.2 2.2 0.222b 0.881

役立ち感 6.2 6.8 1.9 2.1 3.6 4.8 3.6 4.7 0.718c 0.545

ストレスマネジメント 13.7 5.2 11.8 5.3 17.8 4.1 13.5 4.2 2.548b 0.063

役立ち感 15.0 4.6 9.9 4.5 14.5 4.7 13.4 4.3 0.608c 0.612

ストレスマネジメント 13.4 12.5 15.7 9.4 19.6 6.8 11.5 3.9 0.622b 0.603

役立ち感 17.2 11.2 12.9 6.9 15.6 6.1 14.4 6.2 1.482c 0.227

強迫：強迫的な働き方　　活気：活気ある働き方　　燃え尽き：燃え尽きそうな働き方　　平板：平板的な働き方

a:年齢・就業年数・組織公正・ｽﾄﾚｲﾝ指数及び介入プログラム前の各項目得点を共変量とした．
b:働き方主効果
c:交互作用効果

　対人関係a

  離職意向a

 精神的健康度a

対人関係，離職意向，精神的健康度は得点が高いほど，いじめやセクハラを受け，離職意向が高く，精神的健康度が低いことを示してい
る・

燃え尽き 平板項目 介入プログラム Ｆ ｐ強迫 活気

働き方

 

 

 

6. 考察     

本研究の目的は，職員の働き方に応じた介入プログラムの効果評価を明らかにすること

であった．介入後の効果をみるとストレスマネジメントグループよりも役立ち感グループ

に，対人関係と精神的健康度に有意な結果が得られた．今回，介入プログラムとして選択

した，ストレスマネジメントの課題は，ストレス日記を記述するもので，ストレスに感じ

た時に書き，ストレスを感じた時のストレッサーやこころとからだのストレス反応，スト

レスに対する自分の反応，その反応に対し，「こうでなくてはならない」といったような思

図 4 対人関係におけるﾜｰｸ・ｴﾝｹﾞｲｼﾞﾒﾝﾄと介入プログラムの交互作用 



13 

 

いこみがなかったかどうか，他に良い方法はなかったのかと，思い返し，ストレスをしの

ぐといった趣旨で取り組んでもらった．自分のストレスを知り，ストレス対処法が他にな

いかを振り返り，思考パターンを工夫することで，ストレスの軽減を目的としている．ス

トレスマネジメントは，自分のストレスに向き合い，望ましい対処とその実践が行えるこ

とを目的としている 34)が，今回の課題では，ストレス認知までで，効果的なストレスマネ

ジメント行動の実践は課さなかったことと，介入前の精神健康度の得点をみると，高くな

かったことから，もともと，精神健康度は悪くなかったとも考えられる．しかし，対人関

係には有意傾向が認められ，ワーク・エンゲイジメントの低い群は介入前後で変化は認め

られないが，ワーク・エンゲイジメントの高い群は介入後の人間関係の得点が高い傾向に

あった．つまり，ストレス日誌を記述し，ストレス対処が無いかを振り返り，ストレスを

しのぐ方策を日誌に記しても，対人関係の得点は日誌を記述する前より高い傾向にあった．

ワーク・エンゲイジメントは働くこと全般に関するポジティブで充実した持続的な認知で

あり，この感情と認知は仕事の種類を問わずあらゆる仕事に向けられる 28)．ワーク・エン

ゲイジメントの高い従業員は，仕事や組織への肯定的な態度や，自己啓発学習への動機づ

けや創造性が高く，役割行動や役割行動以外の行動を積極的に行う他，部下への適切なリ

ーダーシップ行動が多いことが明らかにされている 42)． 今回使用した対人関係の尺度は，

職場で不快な行為の体験を受けた頻度を質問した．ワーク・エンゲイジメント高群は，職

場内での対人交流が活発であることが推察され，職場で不快な行為の体験をする頻度も高

い傾向になるのかもしれない． 

役立ち感グループは対人関係及び精神的健康度に効果が認められた．「役立つ」とは，役

に立つ，有用であるという意味があり，対人関係における何らかの期待に応えられるとい

った意味がある．仕事で「何かの役に立っている」「貢献している」と感じている人はそう

でない人に比べ，ストレスを感じている人が著しく少ないといった報告もある 43)44)．一般

的に医療職や介護職などの「他者の役に立ちたい」思いは対人援助職に就くために重要な

因子の一つとなっている．今回の課題では，1 週間を振り返り，仕事で誰に対して自分が

どのように役立ったと感じたかを，その人物（例：上司，同僚，部下，仕事の相手など）

を 7 人まで思い出して記述を求めた． 

「役に立った」という実感は保健福祉施設・事業所といった組織内の対人関係や家族・

社会との心理的交流から生じる自己存在価値の実感である．さらに，仕事を通し役に立っ

ているといった認知は，自分の仕事と自分自身の価値を認めることであり，仕事への誇り

となり活性につながり，対人関係や精神的健康度に良い効果が得られたと考えられる．こ

のことは，ワーク・エンゲイジメントの高低別にみた介入プログラムの効果からも対人関

係に交互作用効果が有意で，ワーク・エンゲイジメント高群は低群に比べ，役立ち感グル

ープの方が対人関係に効果が認められた．つまり，肯定的な対人関係を基盤に置き，自主

的に仕事に取り組める職場の組織作りが重要となる．各職員が自分の役割を果たし，職場

の現状を肯定的に受け入れることができるような配慮が職場の管理者に求められる．また，
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現任教育や研修会を通し，職員自身の役割を明確にし，その役割を果たすことは役立ち感

にもつながる可能性もある．看護や介護は患者・利用者，家族との人間関係において役割

を果たすことが多い職場である．ケアの対象者である患者・利用者及びその家族からの感

謝の言葉は，役立ち感のイメージを促す機会となる．このようなケア対象者から感謝の気

持ちを伝え合える職場の雰囲気作りは役立ち感を育てることにつながると考えられる． 

働き方別にみた介入プログラムの効果をみると，対人関係，離職意向，精神健康度には

有意な効果は認められなかった．つまり，活気ある働き方，強迫的な働き方，燃え尽きそ

うな働き方，平板な働き方，いずれの働き方にも今回実施した，介入プログラムには効果

が認められなかった．しかし，離職意向は，強迫的な働き方群は活気ある働き群に比べ，

離職意向が高いことがわかった．離職意向については，ストレスマネジメントグループ，

役立ち感グループ共に働き方，ワーク・エンゲイジメントの高低にかかわらず，離職意向

の低減には効果が認められなかった．介護職や看護職の離職意向の要因には給与，人間関

係，職員の個人的な問題，専門職としての意識，労働負担，仕事へのモチベーション，バ

ーンアウト等の要因が指摘されている 17)45)が，離職意向低減に関する介入プログラムの検

討が求められる． 

本研究にはいくつかの限界がある．まず，介入プログラムは対象者各自が課題として行

い，プログラム終了後には提出を求めたが，介入プログラムに参加するかどうかは，介護

職，看護職の自由意思としたため，課題の取り組み姿勢を把握できなかった点である．効

果評価は，介入プログラム実施前と，プログラム実施後 4 週間後の調査に基づいて行われ

ており，対象者の回答にのみ基づいていることになる．また，参加者が介入プログラム実

施期間中に否定的出来事を体験した場合は，介入後の精神的健康度が低くなることも考え

られる．今後は，介入プログラム期間中の否定的出来事も測定し，この影響を統制して介

入プログラムの効果を検証する必要性がある．さらに，今回は介護職，看護職に介入プロ

グラムの参加を求めたが，施設の看護部を通し，更衣室や事業所が異なり，交流しにく

い部署別にグループ分を行ったため，看護職は役立ち感グループに配属できていない．

介護職・看護職共に日常の主なケア実践を担っているが，その職務は同質ではない．今

後は参加者数を増やし，性別及び介護職・看護職種別による介入プログラムの効果の違

いを検証することが必要である．また，今回の効果は，介入プログラム後に実施したも

ので長期的な効果評価を検証することが求められる．今回の介入プログラムは，ワー

ク・エンゲイジメント高群のみに効果が確認できた．今後は，介入プログラムに，望ま

しい対処も加えることと，ワーク・エンゲイジメント低群及び燃え尽きそうな働き方群へ

の介入プログラムの効果を検証する必要がある． 

多くの問題点が挙げられるが，介入プログラムを実施することで精神的健康度や対人関

係に効果がある可能性が示唆された． 
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